
コロナ_3

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 343,166 341,886 2,361 195,542 132,540 11,443 1,280

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

小美玉市価
格高騰重点
支援給付金
事業【低所
得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 132,540 132,540 132,540

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けて
いる低所得者世帯に給付金を支給し、物価高騰の負担感が大きい低
所得者を支援する。
②住民票住所地を小美玉市とするR5年度住民税非課税世帯に対し給
付金を支給する。
③給付金総額　132,540,000円
R5年度分の住民税非課税世帯　4,418世帯×30,000円＝132,540,000
円
④R5年度分の住民税均等割非課税世帯（4,418世帯）

－ － ○ － R5.7 R5.10
R5年度非課税世帯　4,418世帯に給
付

市のHP及び市広報誌
小美玉市価格高騰重点
支援給付金支給事務実
施要綱

R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

小美玉市価
格高騰重点
支援給付金
事業（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 11,443 11,443 11,443

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けて
いる低所得者世帯に給付金を支給し、物価高騰の負担感が大きい低
所得者を支援する。
②住民票住所地を小美玉市とするR5年度住民税非課税世帯に対する
給付金に係る事務費
③事務費　11,443,000円
任期の定めのない常勤職員2名が、当該事業に従事する際の時間外
手当900,000円、需用費100,000円、郵便料1,496,000円、振込手数料
605,000円、委託料8,342,000円
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯（4,418世帯）

－ － ○ － R5.7 R6.3
R5年度非課税世帯　4,418世帯に給
付

市のHP及び市広報誌
小美玉市価格高騰重点
支援給付金支給事務実
施要綱

R5補正（地）

7 R4 単 ○ －

スポーツ施設
指定管理者エ
ネルギー価格
高騰対策事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

1,070 1,070 1,070

①コロナ禍においてエネルギー価格高騰の影響を受けている中小企
業であるスポーツ施設の管理事業者に対して支援し、経営の安定化を
図る。
②スポーツ施設運営に係る物価高騰対応への対応事業費分を支援対
象事業費とする。（物価高騰の影響が大きい電気料金・燃料費を算定
基礎とする）
（指定管理料分は算定から除く（当該物価高騰への負担分を本来市が
負担すべき金額として定めはない））
③総事業費：1,070,000円
電気料金高騰分 ＝ 令和5年度想定電気料金：2,699,335円 - 令和2・3
年度支払い電気料金平均額：2,167,465円≒531,000円
燃料費高騰分 ＝ （令和5年度想定燃料単価平均額：96.8円 - 令和2・
3年度支払燃料単価平均額：83.65円）×想定使用燃料量
小川海洋センター(温水ﾌﾟｰﾙ)　灯油＠13.15円×41,000ℓ≒539,000円
④指定管理者１事業者

－ ○ － － R5.4 R6.3 利用者数15％の増(令和３年度比) 市のHP R5補正（地）

8 R4 単 ○ －
障害福祉施
設支援給付
金事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

1,958 1,958 1,958

①コロナ禍において電力・ガス等の物価高騰の影響を受けている障害
福祉サービス事業所（以下「事業所」という。）に支援給付金を給付し、
障害者への継続的な障害福祉サービスの提供を支援する。
②所在地を小美玉市とする障害福祉施設等への支援給付金に係る経
費を交付対象経費とする。
③総事業費：1,957,876円
・事業実施、交付決定通知等郵送費　5,376円（@140円×24件×1回・
@84円×24件×1回）
・通所系障害福祉サービス　1,162,500円（＠2,500円×定員総数465
人）
・入所系障害福祉サービス　790,000円（＠5,000円×定員総数158人）
④市内障害福祉施設等（24事業所）

－ － － － R5.7 R5.9 対象事業所24事業所に支援 市のHP
小美玉市障害福祉施設
支援給付金交付要綱
（案）

R5補正（地）

9 R4 単 ○ －
高齢者施設
支援給付金
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

8,866 8,866 8,866

①コロナ禍において電力・ガス等の物価高騰の影響を受けている高齢
福祉事業所（以下「事業所」という。）に支援給付金を給付し、高齢者へ
の継続的な介護サービスの提供を支援する。
②所在地を小美玉市とする高齢者施設等への支援給付金に係る経費
を交付対象経費とする。
③総事業費：8,865,080円
・事業実施、交付決定通知等郵送費　10,080円（@84円×60件×2回）
・通所系介護サービス　1,135,000円（＠2,500円×定員総数454人）
・入所系介護サービス　7,720,000円（＠5,000円×定員総数1,544人）
④市内高齢者施設等（60事業所）

－ － － － R5.7 R5.9 対象事業所60事業所に支援 市のHP
小美玉市高齢者施設支
援給付金交付要綱（案）

R5補正（地）

10 R4 単 ○ －

民間保育所
等電力価格
高騰対策支
援事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

5,260 5,260 5,260

①コロナ禍において電力・ガス等の価格高騰の影響を受けている市内
民間保育所等に対し、その影響額を利用者の負担にすることなく、継
続的・安定的に子どもたちへ幼児教育・保育を提供できるよう補助金を
交付する。
②保育施設運営に係る電気料金高騰相当額を交付対象経費とする。
③総事業費：5,260,000円
原油価格高騰分の電気代
【基準単価積算根拠】　物価上昇率　21％（前年度比較）
前年度1日1クラス平均電気代×前年度平均開所日数×21％
・保育所・認定こども園 5,040,000円（＠60,000円×84クラス）
・家庭的保育施設　10,000円（＠10,000円×1クラス）
・企業主導型保育施設　210,000円（＠30,000×7クラス）
④市内民間保育所等施設（16施設）

－ － － － R5.7 R5.8
対象民間保育所等施設16施設に支
援する

市のHP、事業者へ通知 R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

小美玉市家
畜飼料価格
高騰対策事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
34,529 34,529 34,529

①コロナ禍において飼料高騰により畜産事業者の経営が圧迫されて
いるため、畜産事業者が購入時に負担する基金への積立金相当額を
補助することにより、畜産事業者の経営継続に繋げ、市の畜産事業者
の存続を図る。
②畜産事業者が購入時に負担する基金への積立金相当額を交付対
象経費とする。（一戸当たりの上限200万円）
③総事業費：34,528,928円
・R4年度購入飼料(千円未満切り捨て）
34,195t×600円＝20,517,000円
・上限事業者7戸×2,000,000円=14,000,000円
・郵送料×2回（初回案内通知＋交付決定通知）=84円*71経営体*2回
＝11,928円
④対象畜産事業者71経営体

－ － － － R5.7 R5.12 71経営体全てに交付 市のHP、各事業者へ通知
小美玉市家畜飼料価格
高騰対策事業補助金交
付要綱（案）

R5補正（地）

Ｂ４
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費

成果目標（可能な限り定量的指標
を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙
など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

所
管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３

292,268

移替先 総務省 交付限度額計 292,268

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事
業の名称

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

146,568

小計　⑤＋⑥ 146,568

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

132,540

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

11,045

配分予定額計

132,540
配分予定額計

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 11,443
配分予定額計

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

地方単独事業費 11,443

国庫補助事業費
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
2,708

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧） 132,540
配分予定額計

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
2,115

地方単独事業費

地方単独事業費 195,542
今回配分予定額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
32,496 小計　交付限度額⑨＋⑩ 11,045

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 195,542 小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）
2,708

国庫補助事業費
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）
8,337

地方単独事業費
今回配分予定額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
小計　交付限度額⑦＋⑧ 132,540

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
今回配分予定額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）
32,496

国庫補助事業費
今回配分予定額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
2,115

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

100,044

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

担当者氏名 地方単独事業費
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）
8,337

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

146,568

担当部局課名 国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
既配分額

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）
100,044

国庫補助事業費 1,281 小計　⑤＋⑥ 146,568
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）

地方単独事業費 1,080
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）
146,568 小計　交付限度額①＋②＋③ 2,115

都道府県・市町村コード（５桁） 08236

交付対象経費

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③） 2,361
既配分額

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）
国のR4補正予算分（通常分）

交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）
2,115

地方公共団体名 小美玉市
既配分額

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）
国のR4補正予算分（通常分）

交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 茨城県
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）
国のR4補正予算分（通常分）

交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）



12 R4 単 ○ －
小美玉市粗
飼料価格高
騰対策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
21,665 21,665 21,665

①コロナ禍において粗飼料高騰により牛飼養者（酪農及び肉用牛）の
経営が圧迫されているため、牛飼養者（酪農及び肉用牛）に乳牛1頭
当たり5,000円、肉用牛1頭当たり1,000円を補助することにより、牛飼養
者（酪農及び肉用牛）の経営継続に繋げ、市の牛飼養者（酪農及び肉
用牛）の存続を図る。
②乳牛1頭当たり5,000円、肉用牛1頭当たり1,000円（一戸当たりの上
限200万円）
③総事業費：21,665,000円
・乳牛2,950頭×5,000円=14,750,000円
・上限飼養者3戸×2,000,000円=6,000,000円
・肉用牛915頭×1,000円=915,000円
④牛飼養者（酪農）31経営体＋牛飼養者（肉用牛）26経営体

－ － － － R5.7 R5.11
乳用牛31経営体＋肉用牛26経営体
全てに交付

市のHP、各事業者へ通知
小美玉市粗飼料価格高
騰対策事業補助金交付
要綱（案）

R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

小美玉市農
業水利施設
電気料金高
騰対策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
17,700 17,700 17,700

①コロナ禍における電力・ガス等の物価高騰の影響を受けている土地
改良区及び水利施設維持管理組合等の費用負担軽減や農業経営の
安定化を図るため、電気料金高騰分を支援する。
②農業水利施設に係る電気料金高騰分を交付対象経費とする。
令和5年4月～令和5年9月までに使用した電気料金から令和3年4月～
令和3年9月までに使用した電気料金の差額分を電気料金高騰額と
し、その1/2の額を支援金とする。ただし、この支援金以外に電気料金
に対して補助金等を受けているときは、その金額を電気料金から差し
引いて電気料金高騰額を算出するものとする。
③総事業費：17,700,000円
・石岡台地土地改良区（基幹水施設管理事業）　3,239,000円（高騰見
込額6,479,341円×1/2）
・石岡台地土地改良区（水利施設管理強化事業）　701,000円（高騰見
込額1,402,489円×1/2）
・玉里土地改良区　1,266,000円（高騰見込額2,533,886円×1/2）
・水利組合34団体　10,694,000円（高騰見込額21,389,503円×1/2）
・水利組合（自主管理地区）17団体1,800,000円（高騰見込額3,600,000
円×1/2）
④土地改良区2団体、水利施設維持管理組合51団体

－ － － － R5.10 R6.3 対象団体53団体に支援 市のHP、各事業者へ通知
小美玉市農業水利施設
電気料金高騰対策支援
金給付要綱（案）

R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

小美玉市新
型コロナウイ
ルス感染症対
応農業経営
物価高騰対
策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
28,849 28,849 28,849

①コロナ禍において燃料・資材および肥料等の物価高騰により農業者
の経営が圧迫されてるため、購入費用の一部を補助することにより、
農業者の経営継続に繋げ、市内農業者の存続を図る。
②1農業者につき10万円
③事業経費：補助金（1農業者につき10万円）及び郵送料28,848,384円
・10万円×288名=28,800,000円
・郵送料84円×288名（初回案内通知）+84円×288名（交付決定通知）
=48,384円
④事業対象：288名（認定農業者274名+認定新規就農者新規14名）

－ － － － R5.8 R5.12 対象者288名全てに交付 市のHP、対象者へ個別通知

小美玉市新型コロナウイ
ルス感染症対応農業経
営燃油高騰対策支援金
給付要綱（案）

R5補正（地）

15 R4 単 ○ －
入浴施設エネ
ルギー価格高
騰対策事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

13,065 13,065 13,065

①コロナ禍においてエネルギー価格高騰の影響を受けている温浴施
設の管理事業者に対して、支援給付金を給付し、経営の安定化を図
る。
②入浴施設運営に係る物価高騰対応への対応事業費分を給付対象
事業費とする。（物価高騰の影響が大きい電気・燃料料金を算定基礎
とする）（指定管理料分は算定から除く（当該物価高騰への負担分を本
来市が負担すべき金額として定めはない））
③総事業費：13,065,000円
【電気料金】
四季健康館「健康風呂」令和5年度想定電気料金：21,172,234円-令和
2・3年度支払い電気料金平均額：13,943,550円≒7,228,000円
小美玉温泉ことぶき「入浴施設」令和5年度想定電気料金：6,073,222円
-令和2・3年度支払い電気料金平均額：3,573,147円≒2,500,000円
【燃料】
四季健康館「健康風呂」（灯油）令和5年度想定燃料単価平均額：98.73
円-令和2・3年度支払い燃料単価平均額72.88円＝25.85円
想定給油量72,400ℓ×25.85円≒1,871,000円
小美玉温泉ことぶき「入浴施設」（A重油）令和5年度想定燃料単価平
均額：96.2円-令和2・3年度支払い燃料単価平均額74.69円＝21.51円
想定給油量68,200ℓ×21.51円≒1,466,000円
④指定管理者2事業者

－ ○ － － R5.4 R6.3 利用者数15％の増(令和３年度比) 市のHP

小美玉市入浴施設電力
価格高騰対策事業補助
金交付要綱（案）
小美玉市入浴施設燃料
高騰対策事業補助金交
付要綱（案）

R5補正（地）

16 R4 単 ○ －

小美玉市元
気再生プレミ
アム付き商品
券事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
③消費下支え等
を通じた生活者

支援
36,000 36,000 36,000

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている市民を対象に、プ
レミアム商品券を発行することで生活支援を行うとともに、地域経済の
活性化を図る。
②プレミアム商品券の発行及び配布に係る費用を交付対象経費とす
る。
③補助金　36,000,000円
　【内訳】
　プレミアム分 @2,000円×15,000冊 = 30,000,000円
　事務費　6,000,000円
④小美玉市民（補助金交付先は小美玉市商工会）

－ － － － R5.7 R6.3 商品券からの換金率95% 市のHP、チラシを市内各世帯に郵送 R5当初（地）

17 R4 単 ○ －

小美玉市運
送事業者燃
料経費支援
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更に
効果があると考

える支援

現代社会において、物流網の維持は地域生
活を維持するうえで必要不可欠であり、物流
を支える運送事業者への支援は適当であ
る。

19,880 19,880 19,880

①コロナ禍において燃料価格高騰の影響を受けた市内営業所を有す
る一般貨物自動車運送事業者への事業継続支援を図る。
②事業者への支援金に係る経費を交付対象経費とする。
③総事業費：19,880,000円
・普通車　17,640,000円（＠12,000円×1,470台）
・小型車  200,000円（＠4,000円×50台）
・牽引車　2,040,000円（＠12,000円×170台）
④市内に営業所を有する一般貨物自動車運送事業者

－ － － － R5.8 R5.12 対象事業者104事業者に支援 市のHP R5補正（地）

18 R4 単 ○ －

小美玉市公
共交通等燃
料経費支援
事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○
⑧地域公共交通
や地域観光業等

に対する支援
6,700 6,700 6,700

①コロナ禍において燃料価格高騰の影響を受けた公共交通事業者等
への事業継続支援を図る。
②事業者への支援金に係る経費を交付対象経費とする。
③総事業費：6,700,000円
・貸し切りバス事業者（4事業者）　2,400,000円（＠80,000円×30台）
・路線バス事業者（2事業所）　1,100,000円（＠100,000円×11系統）
・タクシー事業者（3事業所）　1,200,000円（＠40,000円×30台）
・運転代行事業者（1事業所）　400,000円（＠40,000円×10台）
・航空事業者（1事業所）　1,600,000円（＠400,000円×4便）
④市内貸し切りバス事業者、路線バス事業者、タクシー事業者、運転
代行事業者、航空事業者

－ － － － R5.8 R5.12 対象事業者12事業者に支援 市のHP R5補正（地）

19

20 R4 補 － －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 ○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の

強化
○ － 2,561 1,281 1,281 1,280

（感染症流行下における学校教育活動体制整備事業）
①学校活動を継続し、且つ新型コロナウイルスに対する集団感染のリ
スクを避けるために、必要となる保健衛生用備品等を購入することに
よって、安心・安全な学校生活の確保を図る。
②学校における感染症対策に必要となる物品購入の経費の内、学校
保健特別対策事業費補助金（限度額1/2）を除いた地方自治体負担分
を交付対象経費とする。
③総事業費：2,560,833円
・284,537円×9校＝2,560,833円
④市内小中義務教育学校の9校

－ － － － R5.7 R5.12
市内小中義務教育学校9校全てに保
健衛生用備品を設置する

学校便りや学校HPを活用し、周知 R4補正（国）

21 R4 単 ○ －
コンビニ交付
手数料支援
事業

○ － ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への

支援

○ － 1,080 1,080 1,080

①コロナ禍において電気・ガス等の物価高騰の影響をうけている生活
者に対し、経済的負担及び接触機会を軽減するため、マイナンバー
カードを利用して各種証明書を発行することができるコンビニ交付サー
ビスにおける各種証明書発行手数料を減額する。
②コンビニでの証明書交付に限り、手数料を100円減額し、現行300円
から200円に変更する。交付金は減額分に充当する。
③総事業費：1,080,000円
100円×900件/月×12ヶ月＝1,080,000円
④小美玉市民

－ － － － R5.4 R6.3 コンビニ交付数　900件/月 市のＨＰ R5当初（地）


